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【代替案の提示】

①　農用地区域内の農用地等は、農業上の利用を確保すべき土地であることから、当該区域内
に設置できる農業用施設は農業生産に用いる施設であることが必要。
②　農家民宿や農家レストランは、一般的な民宿やレストランと同様に、宿泊や飲食等のサービ
スを提供する施設であり、農業生産に用いる施設であるとは解されないことから、農業用施設に
は該当しないが、実務者打合せにおいて、農用地区域からの除外等の個別事案に即して具体的
に相談しながら調整を行っていくことについて御説明し、当該自治体からも御理解をいただいたと
ころ。

ｄ

　　農用地区域内に設置できる農業用施設は農業生産に用いる施設であることから、本市が提案
した農家レストランや農家民宿は該当しないとの見解をいただいたが、実務者協議において、直
売所や加工所についても直接の生産施設ではないため、農業生産物を加工して提供する農家レ
ストランや農家民宿についても同様の取り扱いができないか提案したところである。また、農業生
産法人が行なう農業に関連する事業として農山漁村滞在型余暇活動に利用されることを目的と
する施設（農家レストラン、農家民宿）の設置の例も示し(書面提出）協議を行なったところであり、
農業用施設に位置付けることが困難な理由を具体的に示していただきたい。
　また、里山エリアの農用地区域の除外、農地転用の可能性について協議をさせていただいた中
で、農用地区域内であっても状況によっては農用地区域の除外、農地転用も調整の可能なケー
スがあるという考え方が示されており、今後事業が具体化した段階であらためて相談をさせてい
ただき、必要に応じて、県や農政局との協議に同席いただきご意見をいただきたい。

必要に応じ、国・県・市による調整の場を設け、自治体の
スケジュールに合わせて具体的に調整を進めることで双
方了解。
農林水産省は、自治体の要望の実現に向けて、農用地区
域からの除外、農地転用等に関して、参考となる情報を積
極的に提供するなど、幅広く相談に応じること。
この際、農林水産省は、農家民宿等が農業用施設に該当
しない理由について、具体的に示すこと。
調整を進める上で、自治体の要望にそぐわない事態が生
じた場合には、改めて総合特区制度に基づいて再協議す
る。

Ⅱ

１回
目 Ｃ ― ―

 　農業者が農用地区域内の農地に主として自己の生産する農畜産物の加工施設や販売施設を
設置しようとする場合には、市が当該農用地区域の用途の変更を行えば、当該変更後の用途に
従って行われる農地転用については、農用地区域から除外せずに許可が可能である。

　また、①代替する土地がないこと、②農用地の集団化及び農作業の効率化に支障がないこと、
③農業公共投資後８年未経過でないこと等の要件を満たす場合には、農用地区域からの除外が
可能であり、除外後は、甲種農地や第１種農地であっても、御提案の諸施設については、基本的
に、農地法施行令第10条第１項第２号イ及び農地法施行規則第33 条等の規定により、農地転用
許可を行うことが可能である。

ｂ

　本市が総合特区として指定された目的は市内全域をネットワーク化する「６次化特区」である。
実現するためには提案させていただいた６次化関連施設（インターチェンジ付近の拠点施設のみ
ならず里山エリアの農家レストランや農家民宿）の整備が必須である。
　農畜産物の加工施設や販売施設についても自己の生産物の割合が５０％を下回ることが想定
されるので、農林水産省の見解のとおり、農用地区域から除外せずに整備することはできない。
　結果として直売所、加工施設のみならず、本市が考えている６次化関連施設は農用地区域から
の除外を行ったうえで、農林水産省の見解のとおり、農地法施行令第１０条（農地の転用の不許
可の例外）、農地法施行規則第３３条（地域の農業の振興に資する施設）の規定により農地転用
を行い施設整備を行うことが、期間的にも手続き的にも適当と考える。現在６次化の専門部会を
設置し、県の地域農政課の職員にも参加してもらう中で検討を重ねているが、拠点施設整備エリ
アについてはインターチェンジ周辺であり、本来的には第３種農地の位置づけになると考えてお
り、農用地区域からの除外について県と調整を行なっていきたい。過日の農林水産省との意見交
換を踏まえ、インターチェンジ付近における農振除外（農地転用）について、農振法第13条第2項
における５要件（特に第1号要件）を満たすことを確認させていただきたい。

自治体が要望するインターチェンジ付近での6次化関連施
設の整備については、農振除外及び農地転用を行うこと
が必要である。
農林水産省は、提案内容の実現に向けて検討すべき具体
的な事項等について引き続き協議を行うこと。

Ⅱ

２回
目 Ｃ ― ―

【代替案の提示】

　実務者打合せにおいて、拠点施設整備エリアの農用地区域からの除外については、当該地以
外では事業目的が達成できないこと等を整理する必要があり、具体的に相談しながら対応してい
くことについて御説明し、当該自治体からも御理解をいただいたところ。

ｄ

　拠点施設整備エリアの農用地区域からの除外については、規模が４ｈａを超える可能性がある
ことを説明し、農地転用許可において大臣許可になることを想定して協議を進めた。エリアについ
ては中部横断自動車道と山梨環状道路に囲まれたエリアであり、一団の農地の端であるため、
近隣の農地への影響はなく、農振法第１３条の除外要件についても概ね確認ができたと考えてい
る。協議の場では、事業内容等について説明をさせていただき、農振除外の可能性や農地転用
許可の実現性について協議をさせていただいたところである。今後事業が具体化した段階であら
ためて相談をさせていただき、必要に応じて、県や農政局との協議に同席いただきご意見をいた
だきたい。

必要に応じ、国・県・市による調整の場を設け、自治体の
スケジュールに合わせて具体的に調整を進めることで双
方了解。
農林水産省は、自治体の要望の実現に向けて、農用地区
域からの除外、農地転用等に関して、参考となる情報を積
極的に提供するなど、幅広く相談に応じること。
調整を進める上で、自治体の要望にそぐわない事態が生
じた場合には、改めて総合特区制度に基づいて再協議す
る。

Ⅱ

農林水産省からは代替案が示されているが、県との調整
の状況から、自治体は里山エリアでは農振除外を行うこと
が困難であり、里山エリアにおける農家レストランや農家
民宿の要望の実現は難しいと判断している。自治体側が
提案する全体計画の提示を踏まえて、提案内容の実現に
向けて検討すべき具体的な事項等について引き続き協議
を行うこと。

Ⅲ

　　　　　　　　　　　　　　　内閣府記載欄

【Ⅰ：提案者の取組を実現するための方策について国と地方
で合意に至ったもの
Ⅱ：提案者の取組を実現するため方策の方向性について合意
至り、一部条件等を詰めるための協議を継続するもの
Ⅲ：取組を実現するための方策について国と地方の間に見解
の相違があり、合意に至らなかったもの
Ⅳ：一旦協議を終了し、提案者側で再検討を行うもの】

対面協議

ｂ

　本市が総合特区として指定された目的は市内全域をネットワーク化する「６次化特区」である。
実現するためには提案させていただいた６次化関連施設（インターチェンジ付近の拠点施設のみ
ならず里山エリアの農家レストランや農家民宿）の整備が必須である。
　農畜産物の加工施設や販売施設についても自己の生産物の割合が５０％を下回ることが想定
されるので、農林水産省の見解のとおり、農用地区域から除外せずに整備することはできない。
　結果として直売所、加工施設のみならず、本市が考えている６次化関連施設は農用地区域から
の除外を行ったうえで、農林水産省の見解のとおり、農地法施行令第１０条（農地の転用の不許
可の例外）、農地法施行規則第３３条（地域の農業の振興に資する施設）の規定により農地転用
を行い施設整備を行うことが、期間的にも手続き的にも適当と考える。現在６次化の専門部会を
設置し、県の地域農政課の職員にも参加してもらう中で検討を重ねているが、拠点施設整備エリ
アについてはインターチェンジ周辺であり、本来的には第３種農地の位置づけになると考えてお
り、農用地区域からの除外について県と調整を行なっていきたい。しかし、里山エリアについて
は、現時点では農用地区域からの除外について厳しい意見をいただいている。ついては、市内全
域のネットワーク化という総合特区の目的を達成するためには里山エリアの農用地区域からの除
外はキーポイントとなりますので、里山エリアにおける農家レストランや農家民宿の整備について
は、全体計画を見通した上で、再度協議をさせていただきたい。

提案事項の具体的内容 政策課題 回数

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解

【A-1：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　A-2：全国展開で実施　B：条件を提示して実施　C：代替案の提示
D：現行法令等で対応可能　E：対応しない　F：各省が今後検討　Z：指定自治体が検討】

Ｃ ― ―

 　農業者が農用地区域内の農地に主として自己の生産する農畜産物の加工施設や販売施設を
設置しようとする場合には、市が当該農用地区域の用途の変更を行えば、当該変更後の用途に
従って行われる農地転用については、農用地区域から除外せずに許可が可能である。

　また、①代替する土地がないこと、②農用地の集団化及び農作業の効率化に支障がないこと、
③農業公共投資後８年未経過でないこと等の要件を満たす場合には、農用地区域からの除外が
可能であり、除外後は、甲種農地や第１種農地であっても、御提案の諸施設については、基本的
に、農地法施行令第10条第１項第２号イ及び農地法施行規則第33 条等の規定により、農地転用
許可を行うことが可能である。

整理
番号

国と地方の協議【書面協議】　指定自治体の回答

【ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他】
特区
区分

総合
特区
名

提案事項名

総合特区指定エリア内において６次化
関連施設（農産物直売所、加工場、農
家レストラン、農家民宿、研修所、事務
所、駐車場等）を整備する場合、農振
農用地内であっても農用地区域から
の除外・農地転用許可手続をせずに
施設整備ができることとする、または、
農振農用地内であっても上記用途の
場合は農用地区域からの除外ができ
農地転用も可能とする。

　現在、南アルプスインターチェンジ南
地区に農業６次化関連施設（農産物直
売所、加工場、農家レストラン、農家民
宿、研修所、事務所、駐車場等）を、里
山エリアに農家レストランと農家民宿
を整備する計画であるが、現状はどち
らも農振農用地内であり、農用地区域
からの除外後に農地転用をしなくては
ならない。規制緩和の考え方として
は、農振農用地の真ん中であっても上
記の農業６次化関連施設を整備する
場合は、農振農用地から除外せずに
施設の整備ができる規定（農振法第３
条第４項の農林水産省令（農振法施
行規則第１条）で定める農業用施設、
農業振興地域制度に関するガイドライ
ンに示す施設）を適用し、施設整備が
できるような緩和措置（施設の追加）が
必要と考える。
　現状では畜舎、蚕室、温室、農産物
集出荷施設、農産物貯蔵施設等は農
林水産省令で定める施設に認められ
ているが、農村レストラン、農家民宿、
研修所等は認められていない。また、
直売所、加工場についても「主として、
自己の生産する」と一定の要件が課さ
れており、本市が目指す市内全域を
ネットワークする６次化を推進する上で
はボトルネックとなる。（上記のとおり
農業用施設の定義を拡大することによ
り、農用地区域から除外する必要がな
くなり、他の用途への転用が防止で
き、農振農用地が確保される。）（ま
た、用地の賃借料については、全計画
エリアを農地の場合の賃借料を基準
に賃貸借することで地権者の同意を得
ており、転用される部分との区別はし
ていない。）
　なお、上記の緩和措置がされた場合
であっても、自ら利用する２００㎡以上
の農地に農業用施設をつくる場合は
農振農用地のまま転用許可が必要に
なっているが、この面積要件も外しても
らいたい。
　また、上記の規制緩和が認められな
い場合については、６次化を目的とす
る特区であるため、６次化関連施設に
ついては農振農用地の真ん中であっ
ても農用地区域からの除外及び農地
転用ができることとしていただきたい。
特に里山に整備する農村レストランや
農家民宿については農村風景がポイ
ントとなるため、あえて農村エリア（農
用地区域内）に設置することが必要と
考える。

　未線引きの農地に高速道路のイン
ターチェンジが設置された場合には、
付近（300ｍ以内）の農地は第3種農地
の位置づけとなり、農振農用地とはな
らない。一方で農振農用地内であって
もインターチェンジは農地転用の制限
の例外として設置が可能であるが、設
置後の近隣農地について農振農用地
から除外するためには優良農地と同じ
ように農振法13条2項の5要件をクリア
しなくてはならない。不可抗力的なイン
ターチェンジの設置に伴う周辺状況の
変化に関わるものについて一律の制
限のもとに農用地区域に置くことは合
理的ではないと考える。
　具体的には、農振除外の要件として
法第１３条第２項第1号で「農用地区域
以外の区域内の土地をもって代えるこ
とが困難であると認められること」とあ
るが、条文のとおり解釈すると、市内に
は農用地区域以外の農地が存在する
状況である。しかし、「交流6次化モデ
ルの構築特区」を目指している南アル
プス市としては、南アルプス市の中心
であり、玄関口である南アルプスイン
ターチェンジの周辺に拠点施設を整備
し、本市の活性化を図る必要がある。
　このエリアの一部を農用地除外エリ
アにすることによる優良農地への影響
はない。総合特区の申請でも示したよ
うに３ｈa近く遊休農地化しているエリア
であり、むしろ６次化施設を整備するこ
とにより、遊休化した３haの農地の有
効活用が図られると考える。

地域
27

競争力
と持続
力を持
つ交流
6次化
モデル
の構築
特区

農地転用許可の緩和2011

農林水産省農
村振興局農村
計画課

地域
27

競争力
と持続
力を持
つ交流
6次化
モデル
の構築
特区

インターチェンジ周
辺開発に係る農振
除外要件と除外手
続きの緩和

2012

南アルプスＩＣ周辺に総合特区事業の
重点事業である６次化ネットワークの
拠点施設整備を計画しているが、現況
は農振農用地区域内である。
インターチェンジ周辺（３００ｍ以内）の
農地については、本来的には第３種農
地（市街地化の傾向が著しい）の位置
付けである。農振農用地内であっても
高速道路が新設され、状況変化が明
らかな場合は、農用地区域からの除
外要件を緩和することが適当である。

１回
目

農業振興地域の整
備に関する法律第
13条第2項

農林水産省農
村振興局農村
計画課

農業振興地域の整
備に関する法律第
13条第2項

農業振興地域の整
備に関する法律第
３条第４項

農業振興地域の整
備に関する法律施
行規則第１条第１
項第１号及び第３
号

農業振興地域制度
に関するガイドライ
ン

農地法第4条・5条

農地法施行規則第
３２条第１項

1／2



第二次「国と地方の協議」（平成２４年秋）　新たな規制の特例措置　優先提案一覧

担当省庁・
担当課

根拠法令 対応 実施時期
スケ
ジュール

理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件／代替案の内容とその妥当性・論点など
※対応の
但し書き

対応 理由等 内閣府コメント
内閣府
整理
Ⅰ～Ⅳ

　　　　　　　　　　　　　　　内閣府記載欄

【Ⅰ：提案者の取組を実現するための方策について国と地方
で合意に至ったもの
Ⅱ：提案者の取組を実現するため方策の方向性について合意
至り、一部条件等を詰めるための協議を継続するもの
Ⅲ：取組を実現するための方策について国と地方の間に見解
の相違があり、合意に至らなかったもの
Ⅳ：一旦協議を終了し、提案者側で再検討を行うもの】

対面協議提案事項の具体的内容 政策課題 回数

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解

【A-1：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　A-2：全国展開で実施　B：条件を提示して実施　C：代替案の提示
D：現行法令等で対応可能　E：対応しない　F：各省が今後検討　Z：指定自治体が検討】

整理
番号

国と地方の協議【書面協議】　指定自治体の回答

【ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他】
特区
区分

総合
特区
名

提案事項名

１回
目 Ｃ ― ―

　農地は食料生産にとって最も基礎的な資源であることから、優良農地について、良好な状態を
維持･保全し、有効利用を図ることが重要である。また、農地の確保と有効利用は、国土の保全等
農業生産活動により生じる多面的機能の適切な発揮を図る上でも必要である。このため、規模の
大きな農地の転用については、国の関与が必要である。これは仮に事業者が地域資源を活用し
た新事業の創出等の観点から地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地
域の農林水産物の利用促進に関する法律第５条第１項の認定を受けている場合であっても同様
である。

　また、９月26日の実務者打合せにおいて、市から、提案の趣旨は手続に要する期間の短縮であ
る旨説明があったところであるが、これについては、関係機関の具体的な調整の中で手続の迅速
化を図ることが可能である。

ａ 　農林水産省の見解のとおり現状の手続きを迅速に行いたいので、貴省のご支援をお願いした
い。

（コメント無） Ⅰ

２回
目

地域
27

競争力
と持続
力を持
つ交流
6次化
モデル
の構築
特区

農地転用許可の緩
和 2013

南アルプスインターチェンジ南地区に
計画している6次化ネットワーク拠点施
設整備に伴う転用行為は、農業活性
化のための事業展開であり、農業振興
に資する目的であるので、転用面積に
限らず許可権限を県知事とする。
（現行法上では、農地法第４条・５条に
おいて４haを超える農地転用は大臣許
可、農地法（附則）において２haを超え
４ha以下の農地転用は大臣協議が必
要となっている。）

全体面積１２ｈaを６次化ネットワークの
拠点施設として整備する計画である
が、概ねの面積（約８ｈa）については
遊休農地の再生も含め農場として開
発する予定である。残りの４ｈa程度を
６次化関連施設として農業活性化のた
めに転用する計画である。事業展開に
ついても６次産業化法の認定を受ける
事業者を予定しており、明らかに農業
振興を目的としている。このように事業
者が６次産業化法の認定を受けてお
り、農業関連施設の整備が明らかな場
合は、転用の許可権者を県知事とする
ことも可能と考える。
　県が農業振興に関連する施設の整
備をする場合は農地法第４条第１項第
２号において転用許可を要しないこと
となっていることを考えると、市町村の
計画について県が許可権者となること
は妥当と考える。

農林水産省農
村振興局農村
計画課

農地法第4条・5条

農地法（附則第2
項）

農地法施行令第７
条第１項

2／2


